
令和７年度における主な施策 【商工振興金融課】

(1)被災事業者の復旧・復興に向けた支援
○被災事業者の施設復旧等に対する県単独による支援(3/4補助)

○自己負担分の借入に係る利子分を支援

[中小企業等復旧･復興支援事業(単県分)]１億200万円

○経営革新計画等に基づく販路拡大、生産性向上等の取組みを支援
［くまもと型小規模事業者経営発展支援事業] 4,700万円

(1)中小企業者の事業継続・発展に向けた支援

○賃上げ・物価高等への対応 「金融円滑化特別資金(通常分)」の枠拡大〔枠120億円〕

[中小企業金融総合支援事業] 448億8,800万円

○個々の経営課題に応じた専門家派遣による支援
［中小企業者事業再建・発展支援事業] 7,300万円

○講習会の開催や専門家の伴走型支援により販路開拓を支援
[中小企業者販路開拓支援事業] 900万円

(2)中小企業者の事業承継推進に向けた支援

◎商工団体や市町村等が連携して行う事業承継や創業等への取組みを支援
[サステナブル地域経済創出支援事業] 1,100万円

◎事業承継の準備段階から承継後までの各段階に応じた取組みを支援
[事業承継・後継ぎ支援事業] 1,700万円

○効果的な周知・啓発により円滑な事業承継を推進
[事業承継加速化推進事業] 300万円

(3)「こどもまんなか熊本」の実現に向けた支援

◎子ども主体の体験活動や子育て支援等を通じて活力ある商店街づくりを支援
［こどもキラキラ商店街支援事業] 3,200万円

(1)被災事業者のなりわい再建に向けた支援
◎「なりわい再建補助金」による施設復旧等を支援(3/4補助) ※一部定額

◎自己負担分の借入に係る利子分を支援
○被災事業者を対象とした再建状況や課題等のアンケート調査を実施

［なりわい再建支援事業] 13億7,000万円

○経営革新計画等に基づく販路拡大、生産性向上等の取組みを支援
[くまもと型小規模事業者発展支援事業〔再掲〕] 4,700万円

(2)被災事業者への資金繰り支援
○なりわい再建支援補助金に係るつなぎ融資の支援

[金融円滑化特別資金(豪雨分)](枠3億円） [中小企業金融総合支援事業〔再掲〕] 448億8,800万円

(1)再エネ・省エネに取組む中小企業者への支援

○ゼロカーボン社会の実現に向けた設備投資等への支援 〔融資枠5億円〕

[中小企業金融総合支援事業〔再掲〕] 448億8,800万円

(2)中小企業者のDXの取組みを支援

○DXにより生産性向上・業績向上を図る事業者への専門家を活用した支援
［中小企業者事業再建・発展支援事業 〔再掲〕］ 7,300万円

5 その他重点的に取り組むべき事業

4 令和２年７月豪雨からの創造的復興

3 熊本地震からの創造的復興

R6年度2月補正(繰越)予算額： 20億1,100万円
R7年度当初予算額 ：461億 300万円

1 くまもと新時代共創基本方針に沿った取組み

(1) 物価高等の社会環境の変化に対応した中小・小規模事業者の積極的な取組みを支援し、地域経済の振興を図る

(2) 熊本地震及び令和２年７月豪雨災害で被災した中小企業者等の施設・設備復旧、さらには事業再建を引き続き支援し、地域の再生・発展を推進

１ 基本的な考え方

2 令和７年度に取り組む主な施策

新

〇→R7当初予算 ◎→R6.2月補正予算（R7へ繰越）

２ 国の経済対策に沿った取組み

新

(1)中小企業者の物価高克服に向けた緊急的な支援

◎賃上げを実施する事業者の生産性・売上向上に資する取り組みを支援
[中小・小規模事業者生産性・売上げ向上後押し事業] 4億2,500万円

◎プレミアム付商品券の発行やイベントの実施など売上回復の取組みを支援
［商店街等売上回復支援事業] 1億5,400万円

◎国の事業を活用して事業再生に取り組む事業者の自己負担分を支援
[中小企業者事業再生等支援事業] 1,000万円

拡
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中小企業者の経営支援強化 予算額72,639千円（36,320千円）
中小企業者事業再建・発展支援事業[商工振興金融課]

＜事業概要＞

○ 熊本地震から８年が経過し、ハード復旧を経て本格的に事業再建を後押しするため、商工会等を中心に専門家と連携して集中的に支援

そのような中、県南地域を中心に令和2年7月豪雨災害が発生し、さらにはコロナ禍の影響があらゆる業種で長期化している

○ 中小企業者に対してはこれまで金融支援や給付金などの手元資金で事業継続を支援してきたが、中小企業者においては借入金の返済を行いながら、早
期の売上の回復を図る必要がある

○ 既存企業の経営改善・再生・発展や新規起業者の円滑な創業支援に加え、生産性革命推進事業や事業再構築補助金を効果的に活用するための個
者支援の強化とデジタル化による生産性向上の取り組みを支援し、県経済の早期回復を目指すため中小企業者の専門家活用等に要する経費を支援する

１ 課題

○借り入れた融資の返済と並行して早
期の「売上の回復」が必要

○事業者の中には、①事業の継続、②
ビジネスモデルの再構築による経営強
化、③生産性向上や業績向上を目指
したデジタル化の取組みなど、経営課
題は多岐に及ぶ

○地域の中小企業者の支援機関である
商工会や商工会議所の人員体制で
は、コロナ禍の種々の課題に対応する
ことが困難

２ 施策の方向性

○事業継続のための経営改善・事業再
生支援

○ビジネスモデルの再構築による新サー
ビス・価値創出、競争力向上支援

○ITを中心とした生産性や業績の向上
に係る支援（複数連携など）

○新規起業者の円滑な創業

＜コロナ禍における事業者の
対応イメージ＞

１ 中小企業者経営改善等推進事業

豪雨被災地をはじめとして、コロナ禍における
個々の事業者の経営課題に対して商工会等と
連携しながらその課題に応じた専門家を活用し
た派遣や相談会に要する経費を支援

○事業費：52,000千円

○負担割合（県1/2、国1/ 2 ）

○事業主体：県（委託先：商工会連合会等）

○事業期間：令和４年度～令和８年度

２ 中小企業者生産性向上等推進事業

①コロナ禍において、AI・IoTなどを取り入れて生産性
向上や業績向上を図る事業者に対して、複数事業
者の連携を含め、専門家による集中支援

②新規創業者に対して集中的な起業セミナーを開催
③効果的に事業を活用できるよう、国等の支援策を
中心に定期的なハイブリッドセミナーを開催

○事業費：20,639千円
○負担割合（県1/2、国1/2 ）
○事業主体：県（委託先：プロポーザル方式で決定）
○事業期間：令和４年度～令和８年度

＜課題・方向性＞

デジ田交付金(地方創生)

デジ田交付金(地方創生)
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中小企業者販路開拓支援事業
○事業費： 8,833千円※1

○補助対象者：熊本商工会議所及び熊本県商工会連合会

○負担割合 ：県１／２、国１／２

○補助限度額：１団体当たり4,800千円

○対象経費：知識習得のための講習会開催、商品の掘起し、商品PR・広報活動の
実施、専門家による商品磨き上げ・販路開拓等の伴走型指導の実施
等に要する経費

○事業期間：令和４年～令和８年※2

※ 企業版ふるさと納税を活用し、デジ田交付金の事業期間を2年間延長（R6.3 国の事業計画書の承認有り）

＜現状・課題＞

○ 新型コロナの感染症法上の5類への移行に伴い、県内中小企業者の売上げは回復傾向にあるが、一方で、原材料高、最低賃

金の上昇、消費者の生活様式の変化等の要因により、中小企業者を取り巻く経営環境は厳しい状況が続いている

○ 中小企業者の経営の安定化と成長を促進し、県内経済を発展させるためには、適切な価格転嫁と売上げの確保が必要となる

ことから、商工会等を通じて、中小企業者の販売力・営業力の強化や、価格転嫁しても売上げを向上しうる魅力ある商品の掘起

しと磨き上げ、販路開拓等を支援する

中小企業者の売上向上・販路拡大を支援
【物価高騰への対応】

予算額8.9百万円（5百万円）
中小企業者販路拡大支援事業[商工振興金融課]

＜事業概要＞

○ 原材料費や人件費の高騰により、飲食
店をはじめ様々な中小企業者の経営状況
が悪化している

○ 一方で、SNSによる商品PRの強化や、
ECサイトを積極的に活用し、新規販路の

開拓に努めた結果、順調に売上げを伸ば
している中小企業者も存在する

県 県内中小企業者

デジ田交付金(地方創生推進タイプ)

商工会等

補助

10/10

指導・支援

事業者からの相談対応・伴走型指導の実施

事業者の知識習得・ノウハウ指導
既存商品のブラッシュアップ指導
販路開拓の指導・実験的販売の実施

商品ＰＲ・広報活動支援

新規販路の開拓

商品の魅力向上

情報発信の強化
今後の県内経済の活性化のためには、
中小企業者を育成・指導し、自社商品を
磨上げ、新たな販路の開拓等、確実な
売上げの確保と安定した経営を確立
させていくことが必要である
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サステナブル地域経済創出支援事業
予算額11,000千円（ - 千円）

[商工振興金融課]新

＜事業概要＞

○後継者不足等による「あきらめ廃業」の増加
休廃業時の経営者の平均年齢は過去最高の

71.6歳、休廃業の直前期の決算で当期純損益が
「黒字」の割合は45.5％（2023年帝国データバンク調査）

後継者へのバトンタッチができないまま経営者の
高齢化が進み、休廃業を余儀なくされている

○単一自治体内での取組みの限界
事業承継は、全国的な課題であり、これまでも市

町村や商工団体が取り組んでいるが、特に地方の
団体単独での取組みには限界がある

○持続可能な地域経済の確立には、地域の経済
と雇用の中心である中小・小規模事業者の創出・
継承・成長が必要不可欠

〇広域的な取組み（市町村内の関係団体間の連携も含

む）を行うことで、団体単独での解決が難しい課題
に対し、周辺地域と連携して、より効果的な取組
みにつなげることが可能

＜現状・課題＞

○ R3の県内事業者数は72,744者(R3年経済センサス)で、H26 (77,119者)と比較して4,375者が減少(▲5.7％) しており、事業者数は減少傾向にある
○ R5の県内事業者の休廃業・解散件数は572件、その約半数(45.5%)は黒字廃業であり、特にTSMCの恩恵が届きづらい県南地域等の事業者
では、原材料高、人件費上昇等の影響により経営が悪化する中、更なる経営悪化に陥る前に「あきらめ廃業」を選択していると推測される

○ 今後もこの状況が続くと、雇用の受け皿である事業所の減少により、地域の雇用喪失とそれに伴う人口流出、担い手不足による地域活動の
維持が困難となり、地域の更なる衰退が懸念される
⇒ 持続可能な地域経済を確立するため、商工団体や市町村などと連携した創業や事業承継等の取組みを総合的に支援することで、地域の
経済と雇用を支える中小・小規模事業者の創出・継承・成長を図る

県内全域で、広域的な取組みを推進し、地域
の有機的な連携を促すことで、地域と事業者が
一体となって持続可能な地域経済の確立を図る
（既に菊池市や苓北町で広域的な連携協定の締結済）

地域経済の担い手である小規模
事業者等の事業承継を進めるこ
とで、地域の活力を維持する
※ 国補助の補助メニューの拡充等

②事業承継（継承）

事業者の創業を進め、雇用創
出や地域雇用の促進につなげ
ることで地域経済を活性化さ
せる

①創業支援（創出）
地域の中核を担う事業者の創
出を図る（小規模事業者等の更なる成長）
※ 民間企業等のセミナーなどを想定
しており、事業者のさらなる成長
を図る

③事業者の成長支援（成長）

概 要
予算
(千円)

事業内容 補助率又は補助額 補助事業者等

地
域
の
連
携
支
援

地域内連携に
よる持続可能
な地域経済創
出への取組み
支援

11,000

(A)複数市町村にまたがる連携
商工団体が複数の市町村や関係団体と連
携して地域プランに基づく、創業や事業
承継等に関するセミナー等の開催や、広
報等の実施に資する取組みを支援

10/10
1,500千円×4者

商工団体（商
工会、商工会
議所、県商工
会連合会）(B)単独市町村内での連携

商工団体が市町村や関係団体と連携して
取り組む創業や事業承継等の促進のため
のオープンネーム等の取組みを支援

10/10
1,000千円×5者

「持続可能な地域経済の確立」の実現

○事業費 ：11,000千円 ○事業期間：令和６年度～令和７年度
○負担割合：国 １０／１０ 重点交付金

県 県内中小・小規模事業者

補助

10/10

支援

商工団体

市町村

金融機関

商工団体

民間団体等

連携支援体制

２月補正
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【１】後継ぎ成長支援事業
○事業費：１００万円
（補助金20万円×５事業者）

○補助上限額：２０万円
○対象経費：公的研修機関等が実施
する研修に要する受講料及び教材費

○ 休廃業時の経営者の平均年齢は過去最高
の71.6歳、休廃業の直前期の決算で当期純
損益が「黒字」の割合は45.5％（2023年 帝国
データバンク調査）

○ 後継者へのバトンタッチができないまま経
営者の高齢化が進み、休廃業を余儀なくされ
ている

○ 既存の専門家活用制度（国：事業承継補助
金）は、下限額（50万円）が設定されているが、
小規模事業者にとっては下限が高いため、利
用出来ないという声もある

○また、国の補助制度が無い、後継者育成へ
の支援や、承継後の技術継承等に必要とされ
る後継者の研修費や開発費等の支援へのニー
ズも高い(県連R4事業承継アンケートより)

＜現状・課題＞

○ 物価高、人材不足や賃金引上げ等、事業者を取り巻く社会環境の変化により、休廃業・解散件数が増加しているが、その約半数は黒字廃業※である。経営
者の高齢化や後継者不在等により、今後も廃業の増加が懸念される中、地域経済や雇用を支える小規模事業者の事業承継に対する支援が求められて
いる※2023年 帝国データバンク調査の結果、休廃業・解散企業のうち黒字廃業率は45.5%

○ 熊本県事業承継・引継ぎ支援センターや商工団体等の関係機関を中心に事業承継支援を行う中で生じる、小規模事業者向けの後継者の経営ノウハウの
習得や専門家の活用、さらには事業承継後の技術習得等に必要となる経費を補助し、円滑な事業承継や、承継後の経営の早期安定を実現する

事業承継・後継ぎ支援事業 予算額 １６，５００千円（ー）
事業承継・後継ぎ支援事業[商工振興金融課]

＜事業概要＞

小規模事業者が安心して事業承継へ取り組むた
め、準備段階の支援から承継後のフォローまで、

切れ目の無い支援策が必要

【２】事業承継準備支援事業
○事業費：２５０万円
（補助金50万円×５事業者）

○補助上限額：５０万円
○対象経費：弁護士による基本合意
書・譲渡契約書の作成、税理士による株
式評価・不動産鑑定士による事業資産の
評価に係る費用

1
STEP 2

STEP

【３】後継ぎ応援事業
○事業費：１，３００万円
（補助金100万円×１２事業者
＋事務費１００万円）

○補助上限額：１００万円
○対象経費：事業承継に伴い発生し
た経費（研修費、新商品開発費、店舗等
家賃、店舗改装費、機械装置費等）

3
STEP

小規模事業者の後継者の経営ノウハウの習得や専門家の活用、さらには事業承継後の技術習得等、
それぞれのステップで必要となる経費を一部補助することで、円滑な事業承継を後押ししていく
【事業承継・後継ぎ支援事業補助金】
○全体事業費：１６，５００千円
○事業主体 ：県内の小規模事業者
〇負担割合 ：国10/10
○事業期間 ：令和６～７年度
○補助率 ：２/３

国補助の小規模版

国補助無し

国補助の経費拡充

対象時期：引継ぎ前
対象者：譲り受ける側

対象時期：引継ぎ前
対象者：譲り渡す側

・受ける側

対象時期：引継ぎ後
対象者：譲り受ける側

国交付金

6
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事業承継に関する取組みのPR

○ 高齢化の進展に伴い、経営者の高齢化も進む中で中小企業の事業承継は社会的な課題として認識されている
○ 経済が持続的に成長するためには、中小企業がこれまでに培ってきた価値ある経営資源を次世代に承継していくことが重要である
○ 一般的に、事業承継の準備に係る期間は、5～10年を要するとされており、円滑な事業承継のためには、経営者に対し、早期に準備することの必
要性を理解いただくことが重要であるため、「気づき」につなげる広報・周知を行う

＜現状・課題＞ ＜事業概要＞

○ 経営者の平均年齢は上昇傾向（高齢化の進
展）にあり、休廃業件数も増加してきている
○ 民間の調査機関によると、R5の県内の休廃業・
解散件数は449件と高水準で推移

○ 国では、こうした状況下、R3年度から、事業承継・引
継ぎ支援センター(以下、「センター」)」 を発足し、譲渡・
譲受事業者間のマッチング等の支援をワンストップで行って
いる
○ 休廃業・解散件数増加の背景には、経営者の高齢化
が一因にあると考えられ、こうした状況への対応は引き続き
喫緊の課題となっていることから、県においては、経営者が
早期に準備するための「気づき」を促すため、制度の広報・
周知により事業承継の促進を図る必要がある。

○事業内容
事業承継支援ニーズの掘り起こしや円滑な事業承継推進に資するため、効果

的な周知・啓発(CM放映、テレビ番組取材)を実施(委託事業)

○全体事業費：2,865千円（うち委託費2,503千円）
○負担割合 ：県10/10
○事業主体 ：熊本商工会議所
○対象経費 ：事業承継に関する広報
○事業期間 ：令和3年度～

＜イメージ図＞

県 業務委託
熊本商工会議所

（事業承継・引継支援センター）

〈R5 CM放映内容〉 〈R5 テレビ番組放送内容〉

TSR「休廃業・解散企業動向調査」

予算額2,865千円(2,865千円)
事業承継加速化推進事業
[商工振興金融課]
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○ コロナ融資の償還に、金利引き上げ、賃上げ、物価高等が重なり、中小企業者の経営の悪化と企業倒産の増加が懸念される

○ 国は、令和6年11月22日に決定した総合経済対策において、中小企業活性化協議会による再生計画策定の支援等を通じ、事業者の経営改善、

事業再生・再チャレンジを支援することとしている

○ 県としても、経営改善、事業再生に向けた取組みを行う事業者を支援し、県内企業の経営基盤の強化による雇用の確保や事業継続を後押しする

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

物価高の影響を受けた事業者に対する支援 予算額9,780千円
中小企業者事業再生等支援事業[商工振興金融課]

補助事業者
（商工会議所）

専門家派遣

中小企業者

専門家が経営改善
計画策定等を支援

支援機関：熊本県中小企業活性化協議会

県

補
助国

交付

補助（事業者負担分）

申請

情報共有

国の経営改善計画策定支援事業及び中小企業活性化協議会事業（支援機関：熊本県中小企業活性化協議会）を
活用し、事業再生等に向けた計画策定を行う県内中小企業者の自己負担分の一部を補助する

○事 業 費：9,780千円

○補助上限：200千円／件

○負担割合：国2/3 事業者1/3 のうち、事業者負担の1/2を補助

○事業期間：令和７年度

重点支援地方交付金

○ 令和6年の県内企業の倒産発生状
況（東京経済調べ）は、80件と、３年
連続で増加

〇 コロナ融資の償還に人手不足が重な
る中、金利引き上げ、過去最大の最
低賃金引上げにより、体力に乏しい中
小企業においては、資金繰りに苦慮し
ており、厳しい経営状況に置かれる中
小企業者がさらに増加することが懸念
される

○ 国は令和6年6月末でコロナ対応を
縮小し、コロナ前の支援水準に戻すと
ともに、経営改善・再生支援を強化

○ 倒産に至る前に、県内中小企業の
事業再生等に向けた取組みを支援
し、雇用の確保や事業継続を後押し
する必要がある

＜現状＞

２月補正
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＜現状・課題＞

〇 熊本地震や令和２年７月豪雨で被災した小規模事業者は、コロナの影響の長期化や、物価高騰等により、未だ被災以前の売
上水準に回復しておらず、事業再建に向けた継続した支援が必要

〇 被災事業者が経営再建に向けて、商工会等を通じた専門家派遣や経営支援プログラム作成等の支援を受け、経営力向上計
画等に基づく販路開拓や生産性向上に資する取組みに必要となる経費の一部を支援する

くまもと型小規模事業者経営発展支援事業
【熊本地震・令和２年７月豪雨災害からの復興】

予算額 4,700万円（2,350万円）
くまもと型小規模事業者経営発展支援事業[商工振興金融課]

【熊本地震】
発災から８年が経ち復旧が進む中で土地区画
整理事業の影響で再建できない事業者がいる
（ｸﾞﾙｰﾌﾟ補助金活用予定事業者のうち、未再建4者）

【令和2年7月豪雨災害】
災害の復旧は進んでいるが、公共工事の終了後
でないと着手できないなど再建に課題を抱え
ている事業者がいる

〇 本事業を継続することで、当補助金による財
政的な支援のみではなく、本事業の特徴である
経営支援プログラムに基づく伴走的支援を受け
ながら継続的に事業再建に向けて取り組むこと
が必要

〇 今後も補助制度を活用した復旧※1・復興※２が
予定されるが、施設整備等の直接被害の復旧が
進んだ事業者においても、コロナの長期化に加
え、物価高騰等で売上回復が進んでいない

※１:なりわい補助等及び自己負担分の借入利子補助

※２:くまもと型補助金

被災小規模事業者※が、商工会等の支援を受け、経営力向上計画等に基づき取り組
む販路開拓や生産性向上等に必要な経費を支援 （対象経緯:機械装置等費、広報費、展示会

等出展費、外注費等）

○事 業 費：４,700万円 （うち事務費700万円）

○負担割合：国１／３※、県１／３、事業者１／３ （補助上限額２００万円/事業者）

なお、熊本地震、豪雨災害、コロナの全ての影響を受けている場合

国３／８、県３／８、事業者２／８
※地方公共団体による小規模事業者支援推進事業補助金

○事業主体： 被災小規模事業者
○事業期間： 令和６年度～９年度

④2/3補助

国

熊本県

小規模事業者

商工会商工会議所等
③申請

⑤ 都道府県負担の1/2を補助
連携

①経営力向上計画等の作成支援
①経営力向上計画等作成 ②経営支援プログラム作成

※中小企業診断士等の
専門家派遣

審査業務委託先（中央会）

[参考:再建の支障となっている課題（R５年度調査）］
①公共工事の終了後でないと着手できない 13者
②資金が手当てできない 10者
③収益の見通しが立たない 9者

＜事業概要＞

※ 熊本地震の被災事業者は、益城町の土地区画整理事業の影響により、令和６年度又は令和７年度に、
グループ補助金の交付決定を受けた事業者

＜スキーム＞
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中小企業者の経営支援強化 予算額72,639千円（36,320千円）
中小企業者事業再建・発展支援事業[商工振興金融課]

＜事業概要＞

○ 熊本地震から８年が経過し、ハード復旧を経て本格的に事業再建を後押しするため、商工会等を中心に専門家と連携して集中的に支援

そのような中、県南地域を中心に令和2年7月豪雨災害が発生し、さらにはコロナ禍の影響があらゆる業種で長期化している

○ 中小企業者に対してはこれまで金融支援や給付金などの手元資金で事業継続を支援してきたが、中小企業者においては借入金の返済を行いながら、早
期の売上の回復を図る必要がある

○ 既存企業の経営改善・再生・発展や新規起業者の円滑な創業支援に加え、生産性革命推進事業や事業再構築補助金を効果的に活用するための個
者支援の強化とデジタル化による生産性向上の取り組みを支援し、県経済の早期回復を目指すため中小企業者の専門家活用等に要する経費を支援する

１ 課題

○借り入れた融資の返済と並行して早
期の「売上の回復」が必要

○事業者の中には、①事業の継続、②
ビジネスモデルの再構築による経営強
化、③生産性向上や業績向上を目指
したデジタル化の取組みなど、経営課
題は多岐に及ぶ

○地域の中小企業者の支援機関である
商工会や商工会議所の人員体制で
は、コロナ禍の種々の課題に対応する
ことが困難

２ 施策の方向性

○事業継続のための経営改善・事業再
生支援

○ビジネスモデルの再構築による新サー
ビス・価値創出、競争力向上支援

○ITを中心とした生産性や業績の向上
に係る支援（複数連携など）

○新規起業者の円滑な創業

＜コロナ禍における事業者の
対応イメージ＞

１ 中小企業者経営改善等推進事業

豪雨被災地をはじめとして、コロナ禍における
個々の事業者の経営課題に対して商工会等と
連携しながらその課題に応じた専門家を活用し
た派遣や相談会に要する経費を支援

○事業費：52,000千円

○負担割合（県1/2、国1/ 2 ）

○事業主体：県（委託先：商工会連合会等）

○事業期間：令和４年度～令和８年度

２ 中小企業者生産性向上等推進事業

①コロナ禍において、AI・IoTなどを取り入れて生産性
向上や業績向上を図る事業者に対して、複数事業
者の連携を含め、専門家による集中支援

②新規創業者に対して集中的な起業セミナーを開催
③効果的に事業を活用できるよう、国等の支援策を
中心に定期的なハイブリッドセミナーを開催

○事業費：20,639千円
○負担割合（県1/2、国1/2 ）
○事業主体：県（委託先：プロポーザル方式で決定）
○事業期間：令和４年度～令和８年度

＜課題・方向性＞

デジ田交付金(地方創生)

デジ田交付金(地方創生)
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＜現状・課題＞

○ 昨今の物価高騰や人件費上昇等の影響で、県内の中小事業者の経営を取り巻く環境は依然として厳しい状況である
○ 県内商工団体においては、TSMCの熊本進出を契機とした台湾との経済交流拡大に向け、台湾への販路開拓を図るとともに、本県に居住する台
湾人及び観光で訪れる台湾人に対して商品開発やＰＲ活動、また、雇用の創出に向けたインターンシップ等を実施している

○ 輸出支援ノウハウの蓄積や現地バイヤーとのネットワーク強化など、これまでの取組みを深化させることで、将来的には、商工団体の独自の取組みと
して自走化できる体制を構築する

商工団体による台湾との経済交流の促進を支援
予算額3５百万円（－）

商工団体台湾経済交流促進事業[商工政策課]

＜事業概要＞

台湾経済団体等

台湾との経済交流のための商工団体による商談会の開催等の取組みに必要な経費を支援

○事業費 ：35百万円（補助金35百万円）

○補助対象者：熊本商工会議所(幹事)、県商工会連合会、県中小企業団体中央会

○負担割合 ：国１０／１０

○対象経費 ：集客ノウハウ習得のセミナー開催、県商品の輸出・販売支援、
台湾の大学生のインターンシップ受入れ等に要する経費

○事業期間 ：令和７年度（繰越し）

【活用のイメージ】
・ニーズに合致した商品の開発・発掘・ブラッシュアップの実施
・台湾への輸出・販売支援の実施
・販売会の実施等による本県及び県産品の知名度向上
・現地就職説明会、短期、中長期インターンシップの実施

県内商工団体

R6年度の課題を踏まえ、これまでの取組
みを深化させ、継続的な取組みに向けた体
制整備を構築する必要がある

Ｒ6年度は、商工団体において、台湾と
の経済交流拡大に向け、台湾バイヤーとの
商談会や現地テストマーケティング、台湾
大学生の県内企業へのインターンシップな
どを実施

＜イメージ図＞

重点支援交付金

補助

10/10

２月補正

県

・県産酒の商談が成立するなど販路開拓に
つながったが、台湾における熊本県や県産
品の認知度が低く、一度限りの商談会で輸
出につなげることが難しく、継続した商談
会の実施が必要
・インターンシップ等の取組み実績として、
7名が来春より熊本で働く予定（14名内
定）だが、受入企業と台湾大学生とのイン
ターンシップに対する意識の違いから起こ
るミスマッチや、受入企業の負担も大きい
ことから、何らかの支援が必要

新
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○全体事業費：10,000千円（県事業費：5,000千円）
○事業期間：令和6年度～令和7年度 ○事業主体：県
○事業内容：
（１）取引準備の支援 4,000千円
・輸出環境（商習慣や非関税障壁等）や商談スキル向上に係るセミナー開催
・商品シートやPR資材の作成支援
・成分分析や残留農薬検査等への支援

（２）商談機会の創出 5,000千円
・台湾現地での食品見本市出展や試食商談会の実施

（３）フォローアップ 1,000千円
・商談後のフォローアップの実施（商談結果や今後のフォローについて個別支援）

・TSMCの進出により、台湾との交
流が活発化していることで、台湾
輸出に関心を持つ県内事業者が増
加している。

・しかしながら、台湾は非関税障
壁が高く（残留農薬基準や栄養成
分表示、原材料の２次展開等）、
食品輸出を促進するためにはハー
ドルが存在している。

・これまでのフェア等開催（商談
機会の創出）のみの支援では、事
前準備が不十分で商談に臨めない
事業者が多く、また、出展後の
フォローアップ不足により、継続
的な取引（商談成約）に繋がって
いない。

・台湾への更なる輸出促進・販路
拡大を図るため、取引準備（基礎
知識や非関税障壁等の理解、成分
分析等）から商談機会の創出、
フォローアップまでを総合的に支
援する。

＜現状・課題＞

○TSMCの進出により台湾との交流が活発化しているが、台湾は非関税障壁が高く、残留農薬への対応や成分分析が必要

であることから、食品輸出を促進するためにはハードルが存在する。

○台湾向け輸出促進を図るために、取引準備（基礎知識や非関税障壁等の理解、成分分析等）から商談機会の創出、商

談後のフォローアップまでを総合的に支援する。

台湾への輸出促進総合支援事業 予算額10百万円（14百万）
[販路拡大ビジネス課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

デジ田交付金（1/2）

取引準備の支援

●輸出基礎知識
セミナー

商談機会
の創出

フォロー
アップ

商品シート作成支援、成分分析等募集

●商習慣・非関税障壁
セミナー

●商談スキルアップ
セミナー

展示会出展
商談会開催

継続取引に向けた
課題等へのサポート

台
湾
へ
の
輸
出
拡
大

台湾への輸出に取組む事業者をパッケージで総合的に支援
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＜現状・課題＞

シンカ企業創出推進事業・製造業ＤＸ推進臨時補助事業
予算額179百万円

[産業支援課］℡：096-333-2319
✉：sangyoshien@pref.kumamoto.lg.jp

＜目的・概要＞

新

【現状】

• 半導体関連産業の集積等による人材獲得競争
の激化や賃金上昇を上回る速度の物価上昇が
続く中、地場企業を取り巻く経営環境は劇的
に変化

• そのような現状においても、売上高・営業利
益を持続的に増加させていく必要がある

• よろず支援拠点において、「資材価格等の高
騰が近年続いており経営を圧迫している。現
場の人手不足等が深刻化しており、労働生産
性の維持向上を図りたい」との相談も増加

【課題】

• 人手不足が深刻化する中、企業の生産性向上
にはＤＸへの取り組みが不可欠

• 原材料費の仕入価格高騰を経営課題と捉えて
いる企業は急増しており、早急な対応が必要

• 地場企業のＪＡＳＭサプライチェーン参入の
ためには脱炭素化を図り、ＧＸに向けた取組
みが求められる

〇 半導体関連産業の集積等により、県内企業を取り巻く経営環境が劇的に変化する中、ＴＳＭＣ進出効果を県内全域に波及させてい
くために、中堅企業を目指す成長志向の企業等に対し、稼ぐ力の向上＝企業成長（シンカ）を目的として、経営者への経営戦略支援、
ＤＸ・ＧＸをはじめとした実装支援に取り組む。

○ 物価高騰や人手不足の深刻化などの影響で経営環境が悪化している製造業事業者を対象に、今後も企業の生産性を向上させつつ、
競争力を維持・強化していくために、生産現場等のＤＸ化に必要な機器整備に対して支援する。

経営戦略推進事業 実装支援チーム派遣事業

シンカ企業創出推進事業
補助金

製造業ＤＸ推進臨時
補助事業

専門家による支援 本格導入
周知・ニーズの
掘り起こし

（１）経営戦略推進事業
県内企業の経営者をプッシュ型で訪問し、ＤＸ・ＧＸによる経営戦略支援を行う。
事業費：9百万円

（２）シンカ企業創出推進事業補助金
ＤＸ・ＧＸによる企業成長のための設備投資等に対し支援を行う。
上限額：５百万円・補助率：1/2
事業費：55百万円

（３）製造業ＤＸ推進臨時補助事業
エネルギー等物価高騰や賃上げ等により費用増加に直面する県内中小企業を対象に、企業
の生産性向上と企業業績改善を支援するため、生産現場等のＤＸに必要な機器整備に対し
支援を行う。
上限額：５百万円・補助率：2/3
事業費：107百万円

事業の全体像
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◯全体事業費：8.9百万円【一財：0.7百万円，国費：8.2百万円】
◯事業内容 ：①プロフェッショナル人材戦略拠点運営業務委託 1.4百万円

②副業・兼業人材活用促進事業補助金 7.5百万円
１件あたりの上限額 500千円

◯負担割合 ：①国1/2、県1/2 ②国10/10
◯事業主体 ：熊本県
◯事業期間 ：令和7～9年度（3年間）

＜現状・課題＞

〇 常勤雇用と比較して安価に取組める副業・兼業によるプロ人材活用が注目されているが、県内では活用が進んでいない。

〇 副業・兼業の活用にあたり障壁となる費用負担に対する補助とプロフェッショナル人材戦略拠点（以下、プロ拠点）による伴走支援

を行うことにより、県内企業における副業・兼業の活用を促進する。

プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業
（新規：副業・兼業人材活用促進事業）

予算額８．９百万円
プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業［産業支援課］

＜事業概要＞

・プロ拠点では、これまで常勤
雇用に加え、副業・兼業による
プロ人材の活用についてもマッ
チング支援を行ってきた。
・ただし、副業・兼業に対する
認識不足や費用負担等の要因に
よりマッチング成約数は横ばい
で推移しており、活用が進んで
いない。（R4 9件/R5 8件
/R6.10月末時点 6件）
・令和３年度から副業プロ人材
の旅費に対する補助金制度を設
けているが、リモートワークの
浸透により補助金活用は減って
おり、動機付けになっていない。

【現状】

企業におけるプロ人材の活用
にあたっては、常勤雇用のみで
はなく、大企業等で活躍する人
材を業務委託契約により従事し
てもらう副業・兼業の形態での
活用も広まっている。

【課題】

副業・兼業人材活用促進事業補助金概要

＜イメージ＞

［産業支援課］TEL：096-333-2637 MAIL：sangyoshien@pref.kumamoto.lg.jp ※補助金に関すること

［プロフェッショナル人材戦略拠点］TEL：096-319-5566 ※プロフェッショナル人材の活用に関すること

補助対象 ・プロ拠点を通じ副業人材活用を行う地域企業

支援企業の
要件

・過去に「プロ拠点を通した副業人材活用」を行っ
たことのない企業

対象経費
・副業兼業人材活用により発生する以下の費用
①人材事業者へ支払う紹介手数料
②副業人材へ支払う報酬、交通費、旅費

交付額
・上記に掲げる経費のうち最大8/10を補助
・１件あたりの上限額は500千円

その他 ・対象はプロ拠点を通じた案件のみ
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くまもとＤＸ推進コンソーシアムの活動について

■くまもとＤＸ推進コンソーシアムについて

コンソーシアム入会は
こちらから👉

イベント マッチング支援 ホームページ その他

ＤＸの実装に向けて取り組む企
業に対して、生産性向上や業務
効率化に役立つデジタル技術や
サービスを有する企業とのマッ
チング支援などを実施します。

イベント・セミナーの開催情報や、
県内外の企業・団体における具体
的なＤＸ事例の紹介、国や県など
のデジタル化・ＤＸに関する補助
金情報などを掲載しています。

ＤＸの優良事例の創出、Ｄ
Ｘの実践に向けたデジタ
ル人材の育成支援など具
体的支援を随時実施して
います。

■支援メニュー

■お問合せ
熊本県デジタル戦略推進課 ＴＥＬ：096-333-2469

Email：dejisuishin@pref.kumamoto.lg.jp

会員以外も参加できるオープ
ンイベントを開催し、県内企業
による取組事例の発表など、
ＤＸの実装に向けて実施して
います。

※令和７年度の事業内容については、詳細が決まり次第公表します。

・メールマガジンによるイベント情報の発信や、ＤＸの実践に向けた講演会やデジタル人材の育成支援、
ＤＸに取り組む上で役立つメニューを準備しています。

・会費無料、会員登録は随時受け付けています。（令和７年1月３１日現在で会員数６４８団体）
ぜひ一緒にＤＸに取組みましょう！

・熊本県におけるデジタル化・ＤＸの取組みを推進し、所得向上・安心安全な生活環境の実現を実現する
ため、様々な取組みを行っています。
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